
別表第１（第３条関係）

(１)中山間地域小規模拠点事業所支援事業

注１ 補助対象期間は、１事業所当たり開設後 36 月以内とし、１月に満たない月は対象期間に含

めない。

注２ 「施設運営費等」は、補助対象期間に係る施設の運営に要する経費（施設を運営するために

必要な職員の給料、職員手当、共済費、賃金、報償費、旅費、需用費（消耗品費、燃料費、食糧

費、印刷製本費、光熱水費、修繕料及び医薬材料費）、役務費（通信運搬費、自動車損害保険料等）、

委託料、使用料及び賃借料、備品購入費、負担金、自動車取得税、自動車税、軽自動車税、自動

車重量税、給食材料費等、社会福祉法人会計基準の「経常活動による収支」の項目に計上された

費目）から寄付金その他の収入額を差し引いた金額とする。

注３ 「介護給付費等」は、補助対象期間に事業所が受け取る介護給付費及び訓練等給付費等（基

本報酬及び各種加算を合算した額）とし、１日当たりの平均施設利用者が５名に満たない場合は、

当該合算した額に「５÷１日当たりの平均施設利用者数」を乗じて得た額とする。

注４ 「施設運営基準額」は、(ア)基準額に(イ)職員数を乗じて得た額とする。

(ア)基準額

年額 420 万円とし、補助対象期間が 12 月に満たない場合は月割とする。

(イ)職員数

当該施設で障害福祉サービス又は障害児通所支援に直接従事する職員（送迎サービスに従

事する職員を含む。）を常勤換算したものとする。ただし、障害福祉サービスにおいては、常

勤換算 3.26 人（送迎を行わない障害福祉サービスにおいては、2.0 人）、障害児通所支援に

おいては、常勤換算 3.46 人（送迎を行わない障害児通所支援においては、2.2 人）を上限と

する。

補助対象経費 補助基準額 補助率

施設運営費等から介護給付費等を差し

引いた額

施設運営基準額から介護給付費等を差

し引いた額
４分の３



(２)中山間地域障害福祉サービス確保対策事業

注１ 「補助の要件に該当する障害福祉サービス」とは、次に掲げるサービスとする。

ア 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号。

以下この事業において「法」という。）第５条第２項に規定する居宅介護

イ 法第５条第３項に規定する重度訪問介護

ウ 法第５条第４項に規定する同行援護

エ 法第５条第５項に規定する行動援護

オ 法第５条第７項に規定する生活介護（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の

額の算定に関する基準(平成18年９月厚生労働省告示第523号)の別表第６の３の２のロ又は

ハを算定している場合に限る）

カ 法第 30 条第１項第２号に定める基準該当障害福祉サービスのうち、居宅介護、重度訪問介

護、同行援護及び行動援護

キ 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援

ク 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の２の２第３項に規定する医療型児童発達支

援

ケ 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の２の２第５項に規定する保育所等訪問支援

及び居宅訪問型児童発達支援

コ 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 24

年厚生労働省令第 15 号）第 82 条の第４項の適用を受ける多機能型事業所が行う生活介護

注２ 「所定単位数」とは、法に基づく介護給付費等単位数サービスコード表の合成単位数をいう。

注３ 基準額の計算は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指

定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平

成 18 年９月厚生労働省告示第 523 号)及び児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支

援に要する費用の額の算定に関する基準（平成 24 年３月 14 日厚生労働省告示第 122 号）に定め

られた方法に準じて行うものとする。

補助対象経費 補助基準額 補助率

補助の要件に該

当する障害福祉サ

ービスの提供に要

した費用

補助の要件に該当する障害福祉サービス等の提供に係る所

定単位数に次の算式により求めた率(ア)を乗じ、さらに 10

円を乗じて得た額に、（イ）に要する費用を加えた額を、市町

村が補助し、又は自ら負担した額

(ア)＝ａ＋ｂ＋ｃ

ａ：事業所の所在地から利用者宅等までの訪問又は送迎に

要する時間が20分以上１時間未満である場合は0.15、

１時間以上である場合は 0.35、それ以外の場合は 0

ｂ：特別地域加算対象地域内に所在する小規模事業所であ

り訪問又は送迎に要する時間が 20 分未満である場合

は 0.1、それ以外の場合は 0

ｃ：新たに常勤の職員を雇用する事業所である場合、新た

に雇用した職員数に 0.05 を乗じた数、それ以外の場合

は 0

（イ）事業所の所在地から利用者宅等までの訪問又は送迎に

有料道路を使用した場合の利用料金

２分の１



注４ 「利用者」とは、法において支給決定を受けた者のうち、特別地域加算対象地域（平成 21

年 3 月厚生労働省告示第 176 号により定められた厚生労働大臣が定める地域）に居住する者をい

う。（ただし、特別地域加算対象地域のある市町村において、特別地域加算対象地域外で障害福祉

サービスの確保が困難な地域（最寄りの事業所まで 20 分以上かかる地域）に居住し市町村長が補

助することが適当であると認めた者を含む。）

注５ 「利用者宅等」について、利用者の居宅のほか、利用者の利便性を考慮し、訪問又は送迎を

実施した最寄り駅や集合場所等として市町村長が認めた場所をいう。

注６ 「訪問又は送迎に要する時間」とは、通常の経路及び交通手段により片道に当該時間を要す

ると市町村長が認めた時間をいう。

注７ 補助基準額（ア）において、注１のオ、キ、ク及びコについては、片道のみ送迎を行った場

合は、往復送迎を行った場合の２分の１に相当する額を補助する。

注８ 「小規模事業所」とは、各市町村の区域（平成 16 年以降に合併した市町村にあっては、合併

前の市町村の区域でも可能とする）におけるサービスごとの令和 4 年 4 月の合計利用回数が 200

回以下（介護保険法に基づく利用回数を含む。）の区域に所在する事業所をいう。

注９ 「新たに常勤の職員を雇用する事業所」とは、事業所の所在地から利用者宅までの訪問に要

する時間が 20 分以上又は特別地域加算対象地域内に所在する小規模事業所であり訪問に要す

る時間が 20 分未満であって、補助対象となる障害福祉サービスに専ら従事させるため（当該事

業所が介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）に基づく指定を併せて受けている場合にあっては、

その介護保険法に基づく指定を受けている事業に従事する場合を含む。）、直接、当該障害福祉

サービスの提供にあたる常勤の職員を雇用した事業所とする（ただし、当該雇用から１年を経

過していないものであって、補助金の交付決定以降に雇用し、雇用することにより職員が増員

となった場合に限る。）。

注 10 「専ら従事」及び「常勤」とは、「高知県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び

運営に関する基準等を定める条例」（平成 25 年高知県条例第 15 号）の規定による。

注 11 補助基準額（イ）において、事業所から利用者宅まで、有料道路を使用せずに訪問又は送迎

を行った場合の移動距離が 30 ㎞以上又は移動時間がおおむね 60 分以上であり、有料道路を利

用することで移動時間が 30 分以上短縮される場合に限り対象とする。また、有料道路を 20 ㎞

以上利用する場合は、30 分の短縮効果があったものとみなす。

(３)重度障害児者短期入所利用促進事業

注 「医療的ケアが必要な重度障害児者」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額

の算定に関する基準（平成 18 年９月 29 日厚生労働省告示第 523 号）のうち短期入所サービス費

に定める特別重度支援加算の対象者とする。

補助対象経費 補助基準額 補助率

指定短期入所事業所である医療機関（医療型障害児入所

施設及び療養介護事業所であるものを除く。）が、医療的ケ

アが必要な重度障害児者を受け入れた場合に、当該障害児

者が入院した際の診療報酬と医療型短期入所サービス費と

の差額を算定した額

対象者１人当たり

日額２万円
２分の１



(４)重度障害児者ヘルパー利用支援事業

注「重度障害児者」とは、市町村等が常時見守り等の配慮が必要と認めた障害児又は障害者とする。

(５)強度行動障害者短期入所支援事業

注 この要綱における短期入所サービスの利用は、当該年３月サービス提供分から翌年２月サービ

ス提供分までとする。

補助対象経費 補助基準額 補助率

指定重度訪問介護事業所等が、重度障

害児者が医療機関に入院等した際に家

族に代わって見守り等（介護給付費及び

診療報酬等により評価されるものを除

く。）を行った場合に、見守り等に要し

た費用

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく指

定障害福祉サービス等及び基準該当障

害福祉サービスに要する費用の額の算

定に関する基準（平成 18 年９月 29 日厚

生労働省告示第 523 号）（以下「報酬告

示」という。）に定める重度訪問介護サ

ービス費の所要時間の区分により算定

した額

※ただし、対象者１人当たり年度内にお

いて 42 日を上限とする。

２分の１

指定重度訪問介護事業所等が、重度障

害児者の保護者が重度障害児者を通所

事業所へ送迎する際に付き添い等に要

した費用

報酬告示に定める重度訪問介護サー

ビス費の所要時間の区分により算定し

た額

補助対象経費 補助基準額 補助率

次の基準を満たす指定短期入所事業所が、対象となる利

用者を受け入れた場合に、福祉型短期入所サービス費に加

算した額

「基準を満たす指定短期入所事業所」とは、次のアから

ウまでのいずれにも該当し、かつ、別に定める対象事業所

届出要領に基づき確認された事業所とする。

ア 居室は、原則として個室であること。ただし、個室

を確保することができない場合にあっては、利用者の

状況に応じた配慮をしていること。

イ 強度行動障害者の診療に相当の経験を有する医師の

協力体制を確保していること。

ウ 強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）を受講し

ている職員を１名以上配置していること。

「対象となる利用者」とは、付表１に掲げる行動関連項

目の欄の区分に応じ、その行動関連項目が見られる頻度等

をそれぞれ同表の０点の欄から２点の欄までに当てはめて

算出した点数の合計が 10 点以上である利用者とする。

対象者１人当たり

日額 5,100 円
２分の１



(６)障害児長期休暇支援事業

注 事業実施にあたり必要な事項は、別に定める「高知県障害児長期休暇支援事業実施要領」のと

おりとする。

(７)障害児・者地域支え合い支援事業

注 事業実施にあたり必要な事項は、別に定める「高知県障害児・者地域支え合い支援事業実施要

領」のとおりとする。

(８)医療的ケア児等支援事業

注１ 「保育所等」とは、保育所、幼稚園、認定こども園又は特別支援学校のことをいう。

注２ 「訪問看護師等」とは、訪問看護事業所において、訪問看護サービスの提供にあたる保健師、

助産師、看護師又は准看護師のことをいう。

注３ 「医療的ケア児・者」とは、人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養、導尿

などの医療的ケアが必要な障害児又は障害者のことをいう。

補助対象経費 補助基準額 補助率

共済費（社会保険料に限る。）、賃金、報償費、需用費

（食糧費を除く。）、役務費、委託料、使用料及び賃借料、

負担金補助並びに交付金とする。

延べ利用者数

１人当たり 4,500 円
３分の１

補助対象経費 補助基準額 補助率

報償費及び委託料のうち報償費分（市町村が協議会等

に委託する場合）

１市町村当たり

30 万円以内

(１時間当たり 600 円)

２分の１

補助対象経費 補助基準額 補助率

保育所等において、主治医の指示に基

づき、医療的ケア児に対し訪問看護師等

が医療的ケアを行うことに要した費用

健康保険法（大正 11 年法律第 70 号。

以下この事業において「法」という。）

第 88 条による訪問看護療養費により算

定した額

※ただし、対象者１人当たり１月におい

て 319,000 円を上限とする。

２分の１
保育所等において、医療的ケア児に医

療的ケアを行うために雇用した加配看

護師に対し、訪問看護師等が技術援助を

行うことに要した費用

法第 88 条による訪問看護療養費によ

り算定した額

※ただし、対象者１人当たり年度内にお

いて 20 万円を上限とする。

医療的ケア児・者が、医療機関へ定期

受診をする際に、医療的ケアを行うため

に訪問看護師等が付き添ったことに要

した費用

法第 88 条による訪問看護療養費によ

り算定した額

※ただし、対象者１人当たり年度内にお

いて 182,000 円を上限とする。



(９)強度行動障害者サービス利用促進事業

注１ 「補助の要件に該当する指定生活介護事業所」とは、次のアからウのいずれにも該当する事

業所とする。

ア 指定生活介護事業所の指定を受けていること。ただし、障害者支援施設における生活介護

事業を除く。

イ 看護職員又は生活支援員（以下「直接処遇職員」という。）のうち、行動援護従業者養成研

修又は強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）の受講修了者を１名以上配置していること。

ウ 指定障害福祉サービスの報酬に係る算定基準に基づく人員配置に加え、算定対象者の通所

日において算定対象者１人に対して、直接処遇職員を１人配置していること。

注２ 「算定対象者」とは、法において支給決定を受けた者のうち、次のアからエのいずれにも該

当する者とする。

ア 障害者支援区分が区分６である者

イ 付表１に掲げる行動関連項目の欄の区分に応じ、その行動関連項目が見られる頻度等をそ

れぞれ同表の０点の欄から２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が 10 点以上であ

り、かつ、そのうち２点の項目のうち「コミュニケーション」、「説明の理解」及び「てんか

ん」以外の項目に２つ以上該当し、そのうちの１つが「異食行動」、「自らを傷つける行為」

又は「他人を傷つける行為」に該当する者

ウ 障害者支援施設に入所していない者

エ 集団での支援が困難であり、常時、個別対応（算定対象者１人に対し直接処遇職員１人が

支援を行うこと。）が必要であると市町村が認めた者

注３ この要綱における生活介護サービスの利用は、当該年３月サービス提供分から翌年２月サー

ビス提供分までとする。

補助対象経費 補助基準額 補助率

補助の要件に該当する指

定生活介護事業所が、算定

対象者を受け入れた場合に

生じる、加配職員の雇用に

係る経費

（単価）

次の指定障害福祉サービスに係る人員配置基準

別に定める額

６：１事業所 ５，０００円（日額）

５：１事業所 ４，８００円（日額）

３：１事業所 ４，０００円（日額）

2.5：１事業所 ３，６００円（日額）

２：１事業所 ３，０００円（日額）

1.7：１事業所 ２，５００円（日額）

２分の１



（10）こどもの安心・安全対策支援事業

注１ アの事業について、基準額と対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額と

を比較して少ない方の額を交付額とする。

注２ イ及びウの事業について、基準額と対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除し

た額とを比較して少ない方の額に補助率を乗じて得た金額を交付額とする。なお、交付額に 1,000

円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

注３ アの事業の対象となる、安全装置について、購入を原則とするが、リースの場合は令和４年度

末までのリース料を限度とする。

注４ アの事業の対象となる自動車については「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部

を改正する省令について（通知）」（令和４年 12 月 28 日）第三の２のとおりとする。

注５ アの事業の対象となる安全装置については「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一

部を改正する省令について（通知）」（令和４年 12 月 28 日）第三の３のとおりとする。

注６ 安全装置については、送迎用バス１台につき安全装置１台を設置することとし、送迎用バスの

数以上の購入をする場合は本事業の対象外とする。

注７ イの事業について、機器の使用対象となる児童の数以上に機器を購入する場合、及び機器の使

用対象となる児童に対して複数の機器を購入する場合は本事業の対象外とする。

注８ イの事業の対象となる機器については、GPS や BLE（※）により子どもの位置情報を管理する

など、施設外活動時等の子どもの見守りに資する機器とする。

（※）Bluetooth Low Energy

補助対象経費 補助対象施設 補助基準額 補助率

ア

送迎用バスの改修支援事業を実施する

ために必要な装置・機器の購入費（装置・

機器の運搬費、装置・機器の設置・据え

付け費、工事費を含む。）、リース料、導

入費用

児童発達支援センター

児童発達支援事業所

放課後等デイサービス

事業所

事業所がサービス

提供に要する送迎

バス１台当たり

175,000 円までを

上限とした実費に

対する定額補助

定額

イ

ICTを活用した子どもの見守り支援事
業を実施するために必要な装置・機器の

購入費（装置・機器の運搬費、装置・機

器の設置・据え付け費、工事費を含む。）、

リース料、導入費用

児童発達支援センター

児童発達支援事業所

１事業所当たり

20 万円

５分の

４

ウ

登降園管理システム支援事業を実施す

るために必要な装置・機器の購入費（装

置・機器の運搬費、装置・機器の設置・

据え付け費、工事費を含む。）、リース料、

導入費用

児童発達支援センター

児童発達支援事業所

①端末購入を行わ

ない場合、１事業

所当たり 20 万円

②端末購入を行う

場合、１事業所当

たり 70 万円



（11）障害福祉サービス等事業者に対するサービス継続支援事業

令和５年４月１日から令和５年５月７日までに要する対象経費等については次表のとおり。

補助対象経費 補助基準額 補助率

ア

新型コロナウイルスの感染者や濃厚接触者等が発生した施設・事業

所（以下のいずれかに該当する施設・事業所に限る。）において、建

物の消毒に要する費用や職員の感染等に伴う人員確保等、サービス継

続に要した経費（具体的な対象サービス種別は、付表２のとおりとす

る。）

① 利用者又は職員に新型コロナウイルス感染症の感染者が発生し

た施設・事業所（職員に濃厚接触者が発生し、職員が不足した場合

を含む。）

② 濃厚接触者に対応した施設・事業所

③ 県から休業要請を受けた事業所

④ 発熱等の症状を呈する利用者又は職員に対し、一定の要件のも

と、自費で検査を実施した障害者支援施設又は共同生活援助事業所

（①及び②の場合を除く。ただし、一定の要件を含む、具体的な取

扱いについては、付表４のとおりとする。）

⑤ ①、③以外の事業所であって、当該事業所の職員が、居宅で

生活している利用者に対して、できる限りのサービスを提供した事

業所（通常形態でのサービス提供が困難であり、感染を未然に防

ぐために代替措置を取った場合（近隣自治体や近隣施設・事業所で

感染者が発生している場合又は感染拡大地域である場合（感染者が

一定数継続して発生している状況等）に限る。））

付表２に

定める額
定額

イ

感染者が発生した施設・事業所の利用者に必要なサービスを確保す

る観点から、以下のいずれかに該当する施設・事業所において、当該

施設・事業所からの利用者の受入れや当該施設・事業所への応援職員

の派遣等、協力する施設・事業所において要した経費（具体的な対象

サービス種別は、付表２のとおりとする。）

① アの①又は③に該当する施設・事業所に対し、協力する施設・事

業所

② 感染症の拡大防止の観点から必要があり、自主的に休業した障害

福祉サービス等事業所に対し、協力する施設・事業所



令和５年５月８日以降に要する対象経費等については次表のとおり。

補助対象経費 補助基準額 補助率

ア

新型コロナウイルスの感染者等が発生した施設・事業所（以下のい

ずれかに該当する施設・事業所に限る。）において、建物の消毒に要

する費用や職員の感染等に伴う人員確保等、サービス継続に要した経

費（具体的な対象サービス種別は、付表３のとおりとする。）

① 利用者又は職員に新型コロナウイルス感染症の感染者が発生し

た施設・事業所（職員に感染者と接触があった者（感染者と同居し

ている場合に限る。以下同じ。）が発生し、職員が不足した場合を

含む。）

② 感染者と接触があった者に対応した施設・事業所

③ 感染等の疑いのある利用者又は職員に対し、一定の要件のもと、

自費で検査を実施した障害者支援施設又は共同生活援助事業所（①

及び②の場合を除く。ただし、一定の要件を含む、具体的な取扱い

については、付表５のとおりとする。）

④ ①以外の事業所であって、当該事業所の職員が、居宅で

生活している利用者に対して、できる限りのサービスを提供した事

業所（通常形態でのサービス提供が困難であり、休業を行った場合

であって感染を未然に防ぐために代替措置を取った場合（近隣自治

体や近隣施設・事業所で感染者が発生している場合又は感染拡大地

域である場合（感染者が一定数継続して発生している状況等）に限

る。））

付表３に

定める額
定額

イ

感染者が発生した施設・事業所の利用者に必要なサービスを確保す

る観点から、以下のいずれかに該当する施設・事業所において、当該

施設・事業所からの利用者の受入れや当該施設・事業所への応援職員

の派遣等、協力する施設・事業所において要した経費（具体的な対象

サービス種別は、付表３のとおりとする。）

① アの①又は②に該当する施設・事業所に対し、協力する施設・事

業所

② 感染症の拡大防止の観点から必要があり、自主的に休業した障害

福祉サービス等事業所に対し、協力する施設・事業所



別表第２（第５条、第 13 条関係）

１ 暴力団（高知県暴力団排除条例（平成 22 年高知県条例第 36 号。以下「暴排条例」という。）

第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条第３号に規定する暴力

団員等をいう。以下同じ。）であるとき。

２ 暴排条例第 18 条又は第 19 条の規定に違反した事実があるとき。

３ その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問

その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執

行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含み、法人以外の

団体にあっては、代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。以下同じ。）が暴力

団員等であるとき。

４ 暴力団員等がその事業活動を支配しているとき。

５ 暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用しているとき。

６ 暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与しているとき。

７ いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、物品その他財

産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、

又は関与したとき。

８ 業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる者で

あることを知りながら、これを利用したとき。

９ その役員が、自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に

損害を加えることを目的として、暴力団又は暴力団員等を利用したとき。

10 その役員が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。


